7-4 独禁法に関する委員会実行委員会
1. 予算

予算：500,000　円
2. 位置づけ

本委員会は｢独占禁止法遵守のための行動計画｣を推進する｢独禁法に関する委員会｣（親委員会と称す）の下部組織に相当し、実務を担当する。
3. 活動内容

(1) 活動形態
委員会の下に幹事会を設置している。幹事会は在京委員を中心に組織し、委員長が幹事長を兼務する。委員会は活動内容を議論し、幹事会の成果を報告する場として機能している。

昨年は平成17年度の独占禁止法遵守のための行動計画実施状況を取りまとめて親委員会に報告するとともに、①独禁法遵守マニュアル改訂TF､②公正取引委員会対応TF、③会員企業指導TFの3つのタスクフォース（TF）を設置して活動した。
(2) 各TFの活動内容

各TFの活動内容は以下のとおり。

a) 独禁法遵守マニュアルの改訂TF
昨年1月に施行された改正独占禁止法は課徴金の増嵩、課徴金減免制度（リーニエンシー）の導入、犯則調査権の導入、審判手続きの見直し（これまで2段階に手続きがなされていた排除勧告命令と課徴金納付命令とを同時に発する）の4点を中心に改正された。
改正独占禁止法の細則ならびに運用の実績を待ち、遵守マニュアルの改訂作業を行った。改訂版マニュアルは年度明け早々に印刷製本、会員企業への配布を予定する。また委員会の開催に併せて独占禁止法に関する勉強会を行った。

b) 公正取引委員会対応TF
公正取引委員会の動向と、今後改訂が見込まれる発注者側の制裁措置を中心とした入札談合防止策とを把握し、取りまとめた。
独占禁止法ならびに刑法談合/競売入札妨害に関する昨年の摘発事案には重要な特徴として下記３点挙げることができる。
①違反企業からの上申（自首）が端緒となった、課徴金減免制度を活用した摘発が目立つ。国交省は課徴金減免制度が適用された企業の制裁措置（指名停止措置）を半分免ずることとしている。

②刑法談合または競売入札妨害容疑の検察庁（地検）/警察による摘発事案が増えた。
③自治体の首長（福島県知事，和歌山県知事，宮崎県知事）による官製談合の摘発が相次いだ。

福島県と和歌山県とでは建設会社が摘発されたが、宮崎県では会員企業である建設コンサルタント５社が摘発され、代表取締役等が逮捕される事態となった。

c) 会員企業指導TF
独占禁止法の遵守へ向けて、今年度末をメドに会員企業の組織体制づくりとその運用に参考となる冊子を作成すべく、その準備作業を行った。
4. 平成17年度「行動計画」実施状況

(1)支部実施状況

各支部の独占禁止法に関する委員会が主催した独禁法遵守のための講習会は全9支部が実施した。

(2)会員実施状況

会員企業のコンプライアンス・プログラム作成率は着実に向上し、会員企業467社の90.6％に相当する423社が導入している。
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独禁法遵守のための講習会参加会員企業の延べ数は656社と昨年の753社に比し減少し、参加者の延べ数も1,174名と昨年の1,270名に比し減少した。役員の参加率は昨年の30.2％から34.3％に高まった。
5. 主な活動の記録
(1) 委員会の開催

延べ２回開催した。うち１回は公正取引協会から講師を招き独禁法の勉強会を併せ実施した。

(2) 幹事会の開催

延べ5回開催した。

（独禁法に関する委員会実行委員会

　　　　　　　　　　　委員長　阿部　令一）

